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自己紹介（略歴） 
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■職歴
平成12年度 産業部中央卸売市場 （盛岡市採用）

平成16年度 総務部職員課

平成22年度 市長公室企画調整課（盛岡市まちづくり研究所担当）

平成24年度 財政部 （資産管理活用事務局）

■公共施設マネジメント関連
平成22,23年度 岩手県立大学盛岡市まちづくり研究所 共同研究員

研究テーマ「アセットマネジメントによる公有資産保有の在り方について」

平成23年度  財）東北活性化研究センター 地域社会資本ストックの

維持・更新と取り組みの方向性調査研究会 委員

平成23,24年度 岩手県立大学大学院総合政策研究科（総合政策修士） 
   論文テーマ「地方公共団体における公共施設マネジメントの現状と課題」

平成24年度～  国土交通省/東京大学公共政策大学院 ＰＲＥ/ＦＭ研修 
アドバイザー

平成25年度   市町村職員中央研修所（公共施設の有効活用）講師 
平成26年度   内閣府 選択する未来員会 地域の未来ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
早速，報告に入ります。研究テーマ設定の背景には，施設の老朽化・人口減少による税収減があります。そのため，維持管理の仕組みの構築と，適正量の施設保有が求められています。そこで，「公有資産保有の在り方及び望ましい維持管理の手法」について　その基本方針及び段階毎の具体的な手順等を提示することを目的とし，２年間研究を行いました。ここでいう段階とは，①公有資産データベースの構築，②公有資産に対する評価の実施　③資産の仕分けと情報公開，④個別公有資産の処分・利活用等の具体化のことです。なお，公有資産の中でもインフラ資産を除いた（建物関係）について分析を行いました。



盛岡市の概要  
■沿革 
 ・平成 ４ 年 都南村と合併 
 ・平成18年 玉山村と合併（人口30万人へ） 
 ・平成20年 中核市へ移行 

■基礎データ 
 ・位 置  岩手県の内陸中心部に位置 
 ・人 口  298,853人（H22国勢調査） 
 ・面 積  886.47Ｋ㎡ 
 ・財政規模 1,060億円（H26予算 一般会計）  

■特徴 
 ・県庁所在地 広域施設を保有（県有施設も多数有） 
 ・市域の広さ 46番目/1719市町村 地区毎に施設整備 
 ・森林面積は650Ｋ㎡（市域の73％） 
  都市部，郊外，中山間地域まで多様な地域が存在 
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プレゼンター
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盛岡市の公共施設マネジメント

平成20年度  包括外部監査 （学校施設及び下水道施設マネジメントの必要性指摘）

平成21年度  自治体経営の指針及び実施計画（公共施設アセットマネジメントの推進）

平成22,23年度岩手県立大学 盛岡市まちづくり研究所 （総量縮小と長寿命化を提言）

平成24年度    財政部に資産管理活用事務局設置（事務職3名，建築技師2名） 
資産管理基本情報収集事業（基本情報を一元化） 

 公共施設の保全状況調査事業（保全状況を把握: 819棟） 

平成25年度  公共施設保有の最適化と長寿命化のための基本方針策定 
長寿命化関連修繕開始

事務事業事前評価にライフサイクルコスト試算調書導入

構造体耐久性調査

市民討議会実施

施設カルテの整備

平成26年度  施設評価方法の検討 
 長期計画の策定 （12月予定） 

  総合管理計画の策定 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
◆資産管理基本情報収集事業（緊急雇用創出事業）　　　  32,025,000円　公共施設のマネジメントを行うため，公共施設の建物性能・利用実態・運営コスト等の基本情報を集約し一元化を行った。	 ◆公共施設の保全状況調査事業（緊急雇用創出事業）　　　 8,824,153円市所有施設の維持保全の必要性が高まる中，計画的な維持保全を行なうため，調査員を雇用し施設の保全状況の把握（819棟）を行った。



■「長寿命化」と「総量縮小」の組合せが必要

■具体的手順
①基本情報の収集（一元化）及び公開

「建物性能」「利用実態」「管理運営コスト」の収集

②施設評価

建物性能と利用実態を指標化し類型化し対策を検討

③多目的利用・複合化の検討

類型４の施設を中心に更に情報収集し，利用調整を検討

④長寿命化

継続使用となる建物は大規模改修などの更新計画を策定

Ｈ２３ 盛岡市まちづくり研究所からの提言

建物性能 利用実態 管理運営コスト

建物面積 設置目的 職員数

築年数 事業内容 使用料・手数料

劣化状況 開館日数 その他収入

危険箇所の有無 利用対象者 人件費

耐震性能 延利用者数 物件費

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応度 実利用者数 維持補修費

部屋数及びその稼働率 光熱水費

空き･低利用ｽﾍﾟｰｽの有無 その他費用

大規模改修

建替

廃止

多目的利用

転用

複合化

機

能

移

転

継続

類型2 類型1
類型4 類型3

○基本情報の内容

○評価結果のイメージ
 建物性能（高）

          利用度
  （高）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
では，いくら必要になるのか。更新費用推計を行いました。これは，平成23年3月に総務省が開発した更新費用推計ソフトによるものです。築後30年で大規模改修，60年で建替えるものし，施設種類ごとに工事単価を定め推計しています。建替え実績のある学校施設は盛岡市の実績から単価設定しています。グラフを見ると2006年～2010年までは実績値，2011年～2050年までは推計値です。実績値を見ると，過去5年間に普通建設事業費から公共施設に支出している額は年平均42.3億円です。推計値を見ると，当初は緑色で示す大規模改修による対応が中心となります。後半になると赤で示す建替えが中心となっていきます。結果，2050年までの40年間で総額約4031億円（年平均約101億円）を要する試算となりました。このため，42.3億円では大幅に不足し，不足額は2,339億円，（年平均約58億円）に上り，更新費用の捻出が大きな課題となっている。



Ｈ２４ 資産管理基本情報収集事業 

■基本情報の収集
公共施設の「建物性能」「利用実態」「管理運営コスト」等の基本情報を一元化

○公共施設実態調査（施設所管課に施設ごとの調査票を配付）
○現地調査（現地調査員15名により部屋毎の写真や図面データを収集）

■収集した情報の一元化
○施設カルテに集めたデータを集約

■施設評価に資する情報の整備
○建物の保全に関する優先順位づけに要する評価指標の整備
○施設保有の最適化に要する評価指標の整備

■基本方針の策定に要する情報の整備
○ライフサイクルコストの算出に要する情報の整備
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
◆資産管理基本情報収集事業（緊急雇用創出事業）　　　  32,025,000円　公共施設のマネジメントを行うため，公共施設の建物性能・利用実態・運営コスト等の基本情報を集約し一元化を行った。	



Ｈ２４ 資産管理基本情報収集事業     ■施設カルテ様式（抜粋）
 貸付施設（部屋）利用量

稼動率（%） 74.4

貸付単位 貸付施設（部屋）名 広さ 収容人数 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計

稼働率 93.2 88.7 91.8 - 0.0 0.0 -

利用数 2,739 1,214 3,953 - 0 0 0

利用可能数 2,940 1,368 4,308 - 0 0 0

稼働率 25.9 19.5 23.8 - 0.0 0.0 -

利用数 762 271 1,033 - 0 0 0

利用可能数 2,940 1,392 4,332 - 0 0 0

稼働率 26.3 27.7 26.7 - 0.0 0.0 -

利用数 772 385 1,157 - 0 0 0

利用可能数 2,939 1,392 4,331 - 0 0 0

稼働率 2.9 8.4 4.6 - 0.0 0.0 -

利用数 84 117 201 - 0 0 0

利用可能数 2,940 1,392 4,332 - 0 0 0

稼働率 0.0 0.0 - - 0.0 0.0 -

利用数 0 0 0 - 0 0 0

利用可能数 0 0 0 - 0 0 0

○自家発電装置(可搬型発電機含む) 

利用用途別分類

利用圏域別分類施設名

急傾斜地崩壊危険区域内

99

○○地区活動センター

その他

設置場所の危険区域判定

仮設トイレ

非常用の通信装置(災害時優先電話・防災行政

無線・MCA無線・衛星携帯電話等)

運営状況シート③（防災対応および貸付施設（部屋）利用量）

防災情報

施設コード 公民館・集会施設等

設備の設置・保有の有無

防災倉庫・防災備蓄倉庫

避難所の
指定 収容可能人数

備蓄対象施設,備蓄対
象施設

非常給水設備(貯水槽・浄水装置・井戸を含む）土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域

岩手山噴火の際に危険性のある範囲

洪水氾濫浸水想定エリア内

コミュニティ地区圏域

体育館

32㎡

コマ数

350人

収容避難場所の指定

98㎡

平成23年度

193人

平成22年度
前年度比

（面積加重平均）

団体・個
人

その他上記以外のもの

団体・個
人

第二集会室

貸付関係

団体・個
人

25人

100人

第一集会室

459㎡

団体・個
人

料理調理室 24㎡
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Ｈ２４ 資産管理基本情報収集事業     ■施設カルテ様式（抜粋）
 基本情報シート 

設置根拠法令

設置条例

平成23年度 前年比% 平成22年度 平成21年度 土地面積 現況地目 宅地

27,902 93.7 29,790 30,912 土地所有形態 借受面積 0

361 100.3 360 360 無

77.291 93.4 82.750 85.867

74.4 - － － 801.80㎡ 29年

34.799 - － － 市有 －

0.562 - － － 新耐震 新耐震

-

-

-

平成22年度 平成21年度 平成22年度 平成21年度

千円 構成比% 千円 千円 千円 構成比% 千円 千円

158 1.7 152 233 73 0.8 0 0

使用料（減免後）② 141 1.5 135 216 施設のコスト 73 0.8 0 0

その他③ 17 0.2 17 17 事業のコスト 0 0.0 0 0

≪参考≫

使用料減免額④
0 0.0 0 0 人に係るコスト 0 0.0 0 0

9,396 98.3 9,356 9,743 9,069 99.2 8,842 9,394

指定管理料⑥ 9,324 97.6 9,304 9,703 施設のコスト 2,633 28.8 2,487 2,944

利用料金収入⑦ 0 0.0 0 0 自主事業以外のコスト 0 0.0 0 0

自主事業収入 0 0.0 0 0 自主事業のコスト 0 0.0 0 0

その他収入 72 0.8 52 40 人に係るコスト 6,436 70.4 6,355 6,450

9,554 100.0 9,508 9,976 9,142 100.0 8,842 9,394

327 － 514 349 87 － 0 1,817

2.5 － 2.3 2.9 9,239 － 9,152 9,470

0.0 － 0.0 0.0 15,694 － 15,607 15,925

施設名称

施設カルテ 平成24年度

施設基本情報シート

施設番号 99 利用用途別分類 公民館・集会施設等

○○地区活動センター 利用圏域別分類 コミュニティ地区圏域

住所 △△

運営形態（指定管理者） 指定管理者

指定管理等契約期間 平成21年4月1日～平成26年3月31日

所管課 □□課

9時～21時

設
置
目
的

盛岡市地区活動センター条例第2条住民の集会、レクリエーションその他

コミュニティ活動のための施設

開設年月日 昭和58年4月1日

盛岡市地区活動センター条例

開館時間

休館日

指定管理者等名称 ▽▽▽

１日当たり利用者数（人） 用途地域 その他

面積当たり利用量

（人・台・戸/㎡）
建物所有状況

園児・児童・生徒数（人）

未利用スペース

利
用
情
報

（区分・単位）

土
地
情
報

延利用者数（人）

開館日数（日）

稼働率（％）

（面積加重平均）

建
物
情
報

貸出冊数（冊） 建替費用(千円）

使用料等の収入が支出合計に

占める割合〔①+（⑤－⑥）〕/⑪
市

負

担

単年度市負担額⑫

（⑨－①＋⑥）
使用料減免割合（％）

（④÷（②＋④＋⑦））

建替費用等も含めた1年当たりの

市総負担額（⑫+⑬）

築年数（主たる建物）

指定管理者の支出計⑩

収入合計⑧

耐震診断（主たる建物）
利用量当たりの市総負担額

（千円/人・台・戸）

事務取扱件数（件） 建替費用等の１年当たりコスト⑬

指定管理者の収支差引

（⑤－⑩）

工事請負費・修繕費(指定管理者

の支出は含まない 再掲) ⑬

収
入

（区分・単位）

市の収入計①

（②＋③）

市の支出計⑨

（指定管理料除く）

（区分・単位）

指定管理者の収入計⑤

平成23年度

支
出

支出合計⑪

280,630

平成23年度

6,455

地上1階・鉄骨造

耐震補強（主たる建物）

総延床面積

複合施設の有無

4,071.83㎡

階数・構造（主たる建物）

外
観

写真 写真

市有

主

な

利

用

者

/

備

考

サークル，学生，保育所・幼稚園・学校関係

内
部

写真 写真

①

延利用者数 26,620 人
②

実利用者数 2,702 人
①/②

9.9 回

No 利用者数 回数 平均利用者

1 6,060 244 25

2 988 150 7

3 292 86 3

4 18,600 1,430 13

5 64 1 64

6 388 19 20

26,392 1,930 132

その他

保育

利用形態 利用者の内訳

合計

団体利用 及び 自主事業における延利用者数・実利用者数（人） 団体利用における内容（人）

事業内容

文化活動（茶道・囲碁・工作・手芸・和裁・・）

音楽（公演・合唱・詩吟・ロックンロール・・）

スポーツ（卓球・ダンス・体操・太極拳・・）

集会（会議・講演・懇親）

土日祝(年間平均）　稼働率（％）

稼働率

平日(時間帯別）　稼働率（％） 土日祝(時間帯別）　稼働率（％）

平日(年間平均）　稼働率（％）

1,094 1,094 
1,602 455 

2,896 
455 

21,028 

698 
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

延利用者数 実利用者数

10回以上利用

6～9回利用

2～5回利用

1回利用

6,060 , 23% 98

8 , 

4%29

2 , 

1%

18,600 , 71%

64 , 

0%
388 , 1%

1.集会（会議・講演・懇親）

2.文化活動（茶道・囲碁・工作・手芸・

和裁・・）

3.音楽（公演・合唱・詩吟・ロックン

ロール・・）

4.スポーツ（卓球・ダンス・体操・太極

拳・・）

5.保育

6.その他

26,392 , 

99%

228 , 

1%

団体利用

自主事業

4,324 , 

16%

13,307 , 

50%28 , 

0%

2,398 , 9%
3,569 , 

14%

2,993 , 

11%

高齢者

一般

高校生

中学生

小学生

就学前

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

時間帯

体育館

第一集会室

第二集会室

料理調理室

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0
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Ｈ２４ 資産管理基本情報収集事業     ■施設カルテ様式（抜粋） 
   施設評価シート 

偏差値 点数

38 年 40.2 24.4 年 38.9

38.9 点 36.9 66.7 点 20.18

2.3 点 26.3 4.4 点 6.66

12.14

34.5 6

偏差値 値

288.0 人 49.1 309.5 人 －

－

0.003 人（戸） 49.2 0.0 人（戸） －

0.041 人（戸） 47.0 0.1 人（戸） －

48.4

偏差値 値（千円）

3.819 ％ 48.0 5.7 ％ －

11.878 千円 53.0 17.8 千円 83,611 49/78 構成比

290.316 千円 52.9 634.6 千円 9,536 46/78 11.2

9,668 37/78 11.3

24,435 45/78 28.6

41,656 52/78 48.8

51.3 - - -

km km

km km

平成12 平成17 平成22 平成27 平成32 平成37 平成42 平成47

4,090 3,210 2,691 2,454 2,245 1,999 1,695 1,422

14,485 14,064 12,719 11,161 9,866 8,865 7,961 7,287

2,117 2,997 4,265 5,762 6,911 7,645 8,024 7,890

20,692 20,271 19,675 19,377 19,022 18,509 17,680 16,599

昭和55 昭和60 平成2 平成7 平成12 平成17 平成22 平成23

1,242 996 762 572 393 372 305 288

69.7２
次
評
価

地
理
的
特
性

周辺施設の状況

15～64歳

利
用
実
態

管

理

運

営

コ

ス

ト

（

縦

）

/

利

用

状

況

（

横

）

管
理
運
営
コ
ス
ト

評価指標

利用量当りの市総負担額

総合評価（偏差値）

建替費用等

施設に係るコスト

事業運営に係るコスト

1開館当たり市総負担額

市総負担額

人に係るコスト

利用動向
（人）

利用者数長期推移

長期推移の変動要因

区分

所在地域の
人口予測

（人）

－

松園

地域合計

65歳～

0～14歳

Ｈ22/Ｓ55

少子高齢社会の進展により，児童数が減少傾向にあるため

24.6 40.0

平成23年度 平均 参考指標 順位

－

Ｈ47/Ｈ22

57.3

185.0

52.8

84.4

Ｈ22/Ｈ2

Ｈ37/Ｈ22

94.1

179.2

74.3

－

－

－

同推定実利用者数

同平均利用回数

40.3

偏差値平成23年度

371/425

388/425

建

物

性

能

（
縦

）
/

利

用

状

況

（
横

）

バリアフリー未対応（棟平均）

平均

参考指標

団体利用及び自主事業に

係る延利用者数

総合評価（偏差値）

建
物
性
能

電気

建築

施設評価シート 平成23年度

学校

コミュニティ地区圏域

施設コード 421 利用用途別分類

利用圏域別分類

総合評価 385/425

評価指標 平成23年度 保全状況調査 順位等

廃止 評価指標

築年数

参考指標

分

類

の

種

類

継続　：建物性能が高く、利用状況も高い。

改善　：建物性能が低いが、利用状況は高い。

見直し：建物性能が高いが、利用状況は低い。

廃止　：建物性能が低く、利用状況も低い。

総合評価（偏差値）

施設名 ○○小学校

利
用
状
況

耐震状況

基礎評価

１
次
評
価

評価結果

－

機械 354/425

平均

使用料等の割合

建物1㎡当りの市総負担額

市総負担額千円当りの利用量

評価指標

面積当り利用量

劣化状況(保全調査）

園児・児童・生徒数
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Ｈ２４ 公共施設の保全状況調査事業  

計画的な維持保全を行なうため，調査員6名を雇用し施設の保全状況の把握（819棟） 

調査日 2012/6/28

001 管理者 耐震基準→ C

調査者 新耐震、補強済み：A 旧耐震で補強計画中：B 旧耐震で補強計画無し：C

14 ←①評価点小計 36 19.44

3 陸屋根　　　　ｼｰﾄ､ｽﾃﾝﾚｽ ３：小さな亀裂あり １：亀裂多数で雨水浸入 ０：雨漏りあり、早急に修繕
ｱｽ防+押さえｺﾝ ３：ｺﾝｸﾘｰﾄ破損あり １：破損広域、目地破損 ０：雨漏りあり、早急に修繕

　金属板葺き ３：錆面積が３０％ １：錆面積７０％ ０：全面錆あり、漏水

金属板 ←屋根種別

0 RC・SRC ３：１ミリ超えるｸﾗｯｸ １：ｸﾗｯｸ錆汁鉄筋露出､浮き ０：剥落あり人身危険,浸水
鉄骨造 ３：構造体錆50%未満 １：構造体錆50%以上有り ０：錆深刻、ﾎﾞﾙﾄ､ﾌﾞﾚｽ破損

RC ←躯体種別　　　　　　　　木造 ３：雨の掛かる部分有 １：木部腐食多、防蟻剤未 ０：劣化・蟻食害　傾斜浸水

1 ﾀｲﾙ､ﾓﾙﾀﾙ､ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ､塗装 ２：塗装退色､ｼｰﾙ劣化 １：剝落の恐れ、人身安全 ０：剥落有,人身危険,浸水

←外壁にタイル（有・無） 　ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞにｸﾗｯｸ ﾁｮｰｷﾝｸﾞ､欠損､ｼｰﾙ亀裂多 　　壁脱落,凍害､ｼｰﾙ浸水

塗装 ←外壁種別

1 ３：問題なし １：劣化、グラつき､人身安全 ０：落下、人身危険

←屋外部品　選択

外部建具 3 ３：問題なし １：劣化、浸水、動作不良 ０：落下恐ﾚ､危険､ｽﾁｰﾙ窓枠

経過年数 6 建築年数（大規模改修０年） １５：～１０年 １０：２１年～３０年 ６：３１年～４０年 ０：４１年～

4 ←④評価点小計　 15 6.66

受変電ｷｭｰﾋﾞｸﾙ 0 ５：問題なし ３：点検業者指摘あり ２：発熱、異音 ０：耐用年数経過

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 無 業者点検状態 ５：問題なし ３：点検業者指摘あり ０：使用停止

自家用発電機・類 無 業者点検状態 ５：問題なし ３：点検業者指摘あり ２：本体使用制限応急処置 ０：使用停止

経過年数 4 建築年数（大規模改修０年） １０：～１０年 ６：２１年～３０年 ４：３１年～４０年 ０：４１年～

17 ←⑦評価点小計　 35 12.14

給水給湯 3 ５：問題なし ２：錆水発生 １：本体使用制限・応急処置 ０：使用停止

排水・衛生 3 ５：問題なし ３：一部配管･器具支障 ２：応急､臭気､封水無､破損 ０：使用停止

冷暖房換気 3 ３：一部配管で支障 ２：本体使用制限・応急処置 ０：使用停止

水槽等 2 受・高架水槽､ﾎﾟﾝﾌﾟ ２：劣化・錆・一部漏水 ０：耐用年数経過

浄化槽 無 業者点検状態 ３：点検業者指摘あり ０：使用停止

経過年数 6 建築年数（大規模改修０年） １５：～１０年 １０：２１年～３０年 ６：３１年～４０年 ０：４１年～

８：１１年～２０年

３：一部配管で支障

 １３：１１年～２０年

５：問題なし（業者点検実施）

５：問題なし

５：問題なし

施設保全状況調査票　（Ｖer 2．1） 総合評価 （③＋⑥＋⑨）
小数点以下２位を四捨五入して小数点以下１位にする

38.2

建　築

コメント：各所に鉄筋露出、モルタル落下が見られる。手摺に錆あり。外部塗装の劣化が激しい。軒天換気口に網無し。妻側ボード張り部分剥がれあり。

コメント：

５：問題なし

５：問題なし躯体

機械設備

施設番号/棟番号/枝番号

住所

←⑥２５点満点換算（④／⑤×２５）小数点以下３位切捨て

←⑨２５点満点換算（⑦／⑧×２５）小数点以下３位切捨て

←②対象項目満点

←⑤対象項目満点

←⑧対象項目満点

１３：１１年～２０年

★屋根改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年　、改修内容：

★外壁改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年　、改修内容：

３：塗装退色ｼｰﾙ劣化
一部又は一面

屋外部品

施設名/棟名

←③５０点満点換算（①／②×５０）小数点以下３位切捨て

431

○○小学校

△△

４：劣化有り問題なし

４：１ミリ以内のｸﾗｯｸ

屋根

外壁
５：問題なし

手摺、笠木、雨樋、外部鉄骨階段、EXP-J

動作、防水、材質

電気設備

★給水給湯改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：

コメント：経年経過で配管は支障ありとする。便器の割れあり。受水槽パネルに劣化がある。

★排水衛生改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：

★冷暖房改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：

★水槽改修（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）　　　年、書類上　　　　年、改修内容：
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Ｈ２５ 公共施設保有の最適化と長寿命化のための基本方針  

■ 施設保有の最適化 
 ア 量の最適化 
   (ｱ) 新規整備の抑制 
      新規の施設の設置及び取得は，原則行わない 
        ただし，合理的な理由により新規整備が必要な際は，施設総量の縮減を図りながら整備 
   (ｲ) 既存施設の見直し 
      各施設が持つ「機能（提供している住民サービス）」に着目し見直し 
      ａ 役割分担・・・・・・・市が主体で行うべきサービスかどうか 
      ｂ 機能の重複・・・・・受けるサービスが類似している施設の見直し 
      ｃ 施設の有効性・・・利用者数が少ない又は稼働率が低い施設の見直し 
 

 イ サービスの最適化 
    新たなニーズへは，既存施設の用途転用・多目的利用・複合化などにより対応 
     （学校の施設余剰を活用，公民連携・民間ノウハウの活用） 
 

 ウ コストの最適化 
    納税者視点に立って，効率的な施設運営に取り組む 
     （ムダ・ムラの見直し，適正な受益者負担，貸付・売却による収入確保） 
 

■ 長寿命化（性能の最適化） 
  大規模改修などにより 80年程度の使用を目指す 
  「事後保全型」から計画的に直すという「予防保全型」へ 
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Ｈ２５ 公共施設保有の最適化と長寿命化のための基本方針  

■ 計画の策定及び推進

■全庁横断的な施設保有検討会議の設置
・施設保有量の検討

  ・所管の枠を超えた施設の利活用の調整
  ・用途毎の施設整備の方向性の検討
  ・個別施設の新設及び存廃などの検討
  ・計画の検討及び進捗管理 

■保全と予算の連携
・総合計画との連携・・・大規模工事（建替え・大規模改修等）は総合計画に位置づけ 
・後年度負担に対する財源確保・・・更新費用が増加する時期に備え基金を活用

○向こう20年間に施設保有の最適化や建

替え，大規模改修などの長寿命化の対応
が必要となる施設を可視化する長期計画

○向こう10年間に施設保有の見直しと工
事を実施する施設を選出する中期計画

○中期計画に基づき概ね３年間に行う内
容を定める実施計画

11 

平成28～32年度 平成33～37年度 平成38～42年度 平成43～47年度

長期計画

中期計画 中期計画（第２次）

実施計画 実施計画実施計画
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Ｈ２５ 公共施設保有の最適化と長寿命化のための基本方針  

■ 取組の全体イメージ ＜参考：方針決定の流れ＞
○方針案を広報に掲載（2013年4月1日号）

○市民説明会（市内５ヶ所）

○パブリックコメント
○平成25年６月に決定
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Ｈ２５ 長寿命化  

■ 長寿命化関連修繕
平成25年度当初予算から各課等が必要とする修繕等に，資産管理活用事務局（以 

下事務局）の建築技師が優先順位を付す。
優先順位の高いものから，毎年度の長寿命化関連修繕予算枠（Ｈ25・26年：約２億 

  円）に達するまでの修繕を当初予算措置。
○スケジュール

7月 各課等が施設修繕調査表を事務局に提出
10月 事務局が提出された修繕箇所に優先順位を付し財政課に報告 
11月 財政課が長寿命化関連修繕予算枠の金額を決定し事務局に報告（修繕箇

所決定）
11月 事務局が各課等に修繕の選定箇所を通知 
11月 各課等において選定された修繕箇所を財政課に要求 
  1月 当初予算財政部長内示 

■構造体耐久性調査
鉄筋コンクリート造の構造躯体（12棟）の劣化度を測定し，市有建築物の耐用年数 

の設定や長寿命化計画策定の根拠とする。
・コア抜きによる圧縮強度・中性化深さの調査（24箇所） 
・コア穿孔による鉄筋腐食度・かぶり厚・仕上厚の測定（72箇所）
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Ｈ２５ 施設保有の最適化（新規整備の抑制）   

■ 事務事業事前評価 
  新規施設整備について施設保有量の部内 
  調整及びライフサイクルコスト試算等を導入 
 
○ 施設保有量の部内調整 
     新築及び取得等を行おうとする場合，新築及び 
 取得等をする面積と同程度の面積を同用途の施 
 設又は同部署所管の施設の範囲内で削減する 
 
○ 「ライフサイクルコスト試算調書 
（右図）」，「ライフサイクルコスト軽 
 減方法の検討」の導入 
 ＜軽減方法の検討結果を調書として提出＞ 
  ・施設建設以外にソフト事業で住民サービスを提供する 
   方法がないか  
  ・国・県・民間施設等により住民サービスを提供する方 
   法がないか 
  ・既存市有施設を活用（多目的利用・用途転用）して住 
   民サービスを提供する方法がないか 
  ・他施設との複合化による施設建設を行う方法がないか 
 

事業名 市長公約 新市建設計画 課等名 担当者名

事業内容 □□課

26年度 27年度 28年度 29年度以降 合計 備考

40,826 8,516 0 0 49,342

調査費 0

基本設計費 0

実施設計費 0

工事費 40,402 40,402

用地補償費 0

その他 424 8,516 8,940

国費 0 国負担率（補助率）記入

県費 0 県負担率（補助率）記入

その他 0 その他の内容を記入

地方債 0 地方債名・充当率を記入

（うち合併特例債） 0

一般財源 40,826 8,516 0 0 49,342

  現在の実績 計画

職員人件費（　人）

報酬・賃金（1人） 2,769 2,769

指定管理費

委託料 226 4,858

水道料

電気料 117 470

ガス料 22 44

燃料費 83 197

その他 762 910

地方債利子払
　（元金均等償還）

0 0 利子払総額

小計 3,979 9,248

職員人件費（　人）

報酬・賃金（　人） 112 112

指定管理費

委託料

その他 4 4

小計 116 116

4,095 9,364

使用料・手数料 1 1

国費

県費

その他 1 1

一般財源 4,093 9,362

4,095 9,364

2,438 2,500

6% 6% ←利用コマ数／利用可能コマ数

100% 100%

1,679 3,745

14 32

（単位：㎡）

算出額（千円） 修繕単価（円/㎡） 延床面積（現在） 延床面積（計画）
ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ

計算種別

経常的修繕 7,166 7,280 3,111 984 学校建築物

修繕コスト 62,646 63,639

解体再利用コスト 8,003 8,130 薮川地区公民館 165.62

その他特殊設備修繕 外山小学校 １階 411.4

計 77,816 ２階 365

使用料・手数料 1 体育館 573

国費 教員住宅１ 104

県費 教員住宅２ 80

その他（複写機使用料 1 薮川中学校 校舎 1,049

一般財源 77,814 屋内運動場 363

建設費（①）
運営費

（②×65年）
修繕費等（③）

総合計
（千円）

費用 49,342 608,660 77,816 735,818

構成比（％） 7% 83% 11% 100%

地方債（％） 一般財源（％） 小　　計

建設費負担割合 0% 0% 0% 0% 100% 100% 49,342 49,342

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ
負担割合

0% 0% 0% 0% 100% 100% 735,818 735,686

年度別事業費

事業費内訳
（千円）

①　ライフサイクルコスト試算調書

屋根漏水修繕

調理台設置

ＦＦストーブ購入

備品類購入ほか

施設整備計画

○○地区公民館移転整備事業

○○小学校の廃校に伴い，△△公民館を○○小学校跡
地に移転して活用する。

③修繕費等

（建築物のﾗｲﾌｻｲ
ｸﾙｺｽﾄより算出）

市民１人あたりの一般財源の投入額（円）

財源
収入

（千円）

内訳

負担割合等 国費（％） 県費（％） その他（％）

ライフサイクルコスト

財源内訳
（千円）

①建設費
（総建設費を記

入）

利用者１人あたりの一般財源の投入額（円）

延利用者数（人）

一般財源の投入割合（％）

②年間運営費
（千円/年）

内訳

収入
（千円/年）

施設管理費

事業運営費

支出
（千円/年）

合計

合計

財源

施設の稼働率

整備事業費
（千円）

総事業費
（千円）

市費負担額
（千円）

支出
（千円）

修繕費用等

市費
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 ◆公共施設の保全状況調査事業（緊急雇用創出事業）　　　 8,824,153円市所有施設の維持保全の必要性が高まる中，計画的な維持保全を行なうため，調査員を雇用し施設の保全状況の把握（819棟）を行った。



Ｈ２５ 施設保有の最適化（既存施設の見直し）  

■市民討議会の開催
 公共施設の老朽化問題に焦点
をあて，無作為抽出により 選ばれ
た市民36名により 問題解決の方
法を2日間にわたり 討議し，「市民
提言」をまとめた

・1日目10月12日（土）9：30~16：30 
・2日目10月27日（日）9：30~16：00 

・盛岡青年会議所と市の協働により 開催
・問題の所在を，十分に理解 した上で討議
・施設の現地視察を行うとともに，施設管理
者による施設の利用状況の説明や，市の
客観的な数値データ等の説明，専門家によ
る問題解決策の考え方の説明など，情報
提供に多くの時間を設けて討議を実 施

  （市民提言は右図のとおり）
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 ◆公共施設の保全状況調査事業（緊急雇用創出事業）　　　 8,824,153円市所有施設の維持保全の必要性が高まる中，計画的な維持保全を行なうため，調査員を雇用し施設の保全状況の把握（819棟）を行った。



■基本情報 シート 
     を公表 
 

設置根拠法令

設置条例

平成23年度 前年比% 平成22年度 平成21年度 土地面積 現況地目 宅地

27,902 93.7 29,790 30,912 土地所有形態 借受面積 0

361 100.3 360 360 無

77.291 93.4 82.750 85.867

74.4 - － － 801.80㎡ 29年

34.799 - － － 市有 －

0.562 - － － 新耐震 新耐震

-

-

-

平成22年度 平成21年度 平成22年度 平成21年度

千円 構成比% 千円 千円 千円 構成比% 千円 千円

158 1.7 152 233 73 0.8 0 0

使用料（減免後）② 141 1.5 135 216 施設のコスト 73 0.8 0 0

その他③ 17 0.2 17 17 事業のコスト 0 0.0 0 0

≪参考≫

使用料減免額④
0 0.0 0 0 人に係るコスト 0 0.0 0 0

9,396 98.3 9,356 9,743 9,069 99.2 8,842 9,394

指定管理料⑥ 9,324 97.6 9,304 9,703 施設のコスト 2,633 28.8 2,487 2,944

利用料金収入⑦ 0 0.0 0 0 自主事業以外のコスト 0 0.0 0 0

自主事業収入 0 0.0 0 0 自主事業のコスト 0 0.0 0 0

その他収入 72 0.8 52 40 人に係るコスト 6,436 70.4 6,355 6,450

9,554 100.0 9,508 9,976 9,142 100.0 8,842 9,394

327 － 514 349 87 － 0 1,817

2.5 － 2.3 2.9 9,239 － 9,152 9,470

0.0 － 0.0 0.0 15,694 － 15,607 15,925

施設名称

施設カルテ 平成24年度

施設基本情報シート

施設番号 99 利用用途別分類 公民館・集会施設等

○○地区活動センター 利用圏域別分類 コミュニティ地区圏域

住所 △△

運営形態（指定管理者） 指定管理者

指定管理等契約期間 平成21年4月1日～平成26年3月31日

所管課 □□課

9時～21時

設
置
目
的

盛岡市地区活動センター条例第2条住民の集会、レクリエーションその他

コミュニティ活動のための施設

開設年月日 昭和58年4月1日

盛岡市地区活動センター条例

開館時間

休館日

指定管理者等名称 ▽▽▽

１日当たり利用者数（人） 用途地域 その他

面積当たり利用量

（人・台・戸/㎡）
建物所有状況

園児・児童・生徒数（人）

未利用スペース

利
用
情
報

（区分・単位）

土
地
情
報

延利用者数（人）

開館日数（日）

稼働率（％）

（面積加重平均）

建
物
情
報

貸出冊数（冊） 建替費用(千円）

使用料等の収入が支出合計に

占める割合〔①+（⑤－⑥）〕/⑪
市

負

担

単年度市負担額⑫

（⑨－①＋⑥）
使用料減免割合（％）

（④÷（②＋④＋⑦））

建替費用等も含めた1年当たりの

市総負担額（⑫+⑬）

築年数（主たる建物）

指定管理者の支出計⑩

収入合計⑧

耐震診断（主たる建物）
利用量当たりの市総負担額

（千円/人・台・戸）

事務取扱件数（件） 建替費用等の１年当たりコスト⑬

指定管理者の収支差引

（⑤－⑩）

工事請負費・修繕費(指定管理者

の支出は含まない 再掲) ⑬

収
入

（区分・単位）

市の収入計①

（②＋③）

市の支出計⑨

（指定管理料除く）

（区分・単位）

指定管理者の収入計⑤

平成23年度

支
出

支出合計⑪

280,630

平成23年度

6,455

地上1階・鉄骨造

耐震補強（主たる建物）

総延床面積

複合施設の有無

4,071.83㎡

階数・構造（主たる建物）

外
観

写真 写真

市有

主

な

利

用

者

/

備

考

サークル，学生，保育所・幼稚園・学校関係

内
部

写真 写真

①

延利用者数 26,620 人
②

実利用者数 2,702 人
①/②

9.9 回

No 利用者数 回数 平均利用者

1 6,060 244 25

2 988 150 7

3 292 86 3

4 18,600 1,430 13

5 64 1 64

6 388 19 20

26,392 1,930 132

その他

保育

利用形態 利用者の内訳

合計

団体利用 及び 自主事業における延利用者数・実利用者数（人） 団体利用における内容（人）

事業内容

文化活動（茶道・囲碁・工作・手芸・和裁・・）

音楽（公演・合唱・詩吟・ロックンロール・・）

スポーツ（卓球・ダンス・体操・太極拳・・）

集会（会議・講演・懇親）

土日祝(年間平均）　稼働率（％）

稼働率

平日(時間帯別）　稼働率（％） 土日祝(時間帯別）　稼働率（％）

平日(年間平均）　稼働率（％）

1,094 1,094 
1,602 455 

2,896 
455 

21,028 

698 
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

延利用者数 実利用者数

10回以上利用

6～9回利用

2～5回利用

1回利用

6,060 , 23% 98

8 , 

4%29

2 , 

1%

18,600 , 71%

64 , 

0%
388 , 1%

1.集会（会議・講演・懇親）

2.文化活動（茶道・囲碁・工作・手芸・

和裁・・）

3.音楽（公演・合唱・詩吟・ロックン

ロール・・）

4.スポーツ（卓球・ダンス・体操・太極

拳・・）

5.保育

6.その他

26,392 , 

99%

228 , 

1%

団体利用

自主事業

4,324 , 

16%

13,307 , 

50%28 , 

0%

2,398 , 9%
3,569 , 

14%

2,993 , 

11%

高齢者

一般

高校生

中学生

小学生

就学前

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

時間帯

体育館

第一集会室

第二集会室

料理調理室

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

時間帯

体育館

第一集会室

第二集会室

料理調理室

93.2 

25.9 

26.3 

2.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

体育館

第一集会室

第二集会室

料理調理室

88.7 

19.5 

27.7 

8.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

体育館

第一集会室

第二集会室

料理調理室

平均利用回数

Ｈ２５ 施設保有の最適化（既存施設の見直し）   
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◆資産管理基本情報収集事業（緊急雇用創出事業）　　　  32,025,000円　公共施設のマネジメントを行うため，公共施設の建物性能・利用実態・運営コスト等の基本情報を集約し一元化を行った。	



Ｈ２６ 施設保有の最適化（既存施設の見直し）  

■ 施設評価（１次評価）方法の構築
  １次評価では，施設が目的を達成するための機能や安全性を維持できているか 

を検証する建物性能（ハード面：品質評価）と，施設が適切に行政サービスを提供
しているか又は適正な収益と費用で管理運営が行われているかを検証する利用
運営状況（ソフト面：供給評価）の観点から継続・改善・見直し・廃止などに類型化
し，今後の方向性を評価する。
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 ◆公共施設の保全状況調査事業（緊急雇用創出事業）　　　 8,824,153円市所有施設の維持保全の必要性が高まる中，計画的な維持保全を行なうため，調査員を雇用し施設の保全状況の把握（819棟）を行った。



Ｈ２６ 施設保有の最適化（既存施設の見直し）   

■ 施設評価（２次評価）方法検討 
   ２次評価では，１次評価で廃止・見直しが必要であると評価された施設を中心に， 
  地理的特性，利用実態，サービスの重要性や代替手法の有無などのさらに詳細 
  な情報を確認し方向性を定める。 
   築年数を地図上にプロットすることで，見直し案や代替手法の有無などが見えて 
  くる。  
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Ｈ２６ 公共施設保有最適化・長寿命化長期計画（案）   

■ 策定目的 
    20年間に施設保有の最適化や長寿命化が必要となる施設を可視化する 
   とともに，施設用途ごとの具体的な取組の方向性を定める基本計画 

■ 骨子（案） 
Ⅰ 長期計画の位置づけ 
 

Ⅱ 長期計画策定の背景（老朽化，更新費用増大，人口減少，財政状況） 
 

Ⅲ 長期計画の取組 
 

 １ 長期計画の概要 （計画目的，計画期間，対象施設） 
 

 ２ 維持更新費用の検証（更新費用推計，費用縮減取組，検証結果，不足額解消取組） 
 

 ３ 施設保有の最適化に向けた取組 
  (1) 共通する現状・課題及び方向性 
  (2) 用途別の現状・課題及び方向性 
 

 ４ 長寿命化に向けた取組 （ 長寿命化工事の周期，仕様，効果，実施時期 ） 
 

 ５ 計画の進め方 
 

 ６ 財政見通し 
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今後の予定  

〇 Ｈ２６年度 
・公共施設保有最適化・長寿命化長期計画の決定

随 時   公共施設保有等検討会議，政策形成推進会議
〃   公共施設等マネジメント推進会議

11月下旬  市議会全員協議会，パブリックコメント
 12 月  市議会全員協議会，市長決裁にて決定

  ・施設評価 （２次評価）結果の作成，庁内協議

・総合管理計画の決定（現在原案を協議中）
  建物，公園，道路，橋りょう，上水道，下水道，市場，病院等を取りまとめ

〇 Ｈ２７年度
  ・公共施設保有最適化・長寿命化中期計画の決定

向こう10年間に施設保有の見直し，長寿命化工事を行う施設を選出する計画 

・同実施計画の決定
中期計画に基づき概ね３年間に行う内容を定める計画
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おわりに

 盛岡市の公共施設マネジメントに係る各種取組は，盛岡市のホームページ等

でご覧になることができます。

「公共施設保有の最適化と長寿命化」と検索

http://www.city.morioka.iwate.jp/machizukuri/28638/index.html 

御清聴ありがとうございました 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
◆資産管理基本情報収集事業（緊急雇用創出事業）　　　  32,025,000円　公共施設のマネジメントを行うため，公共施設の建物性能・利用実態・運営コスト等の基本情報を集約し一元化を行った。	 ◆公共施設の保全状況調査事業（緊急雇用創出事業）　　　 8,824,153円市所有施設の維持保全の必要性が高まる中，計画的な維持保全を行なうため，調査員を雇用し施設の保全状況の把握（819棟）を行った。

http://www.city.morioka.iwate.jp/machizukuri/28638/index.html


「ファシリティマネジメントを支える 
自治体行政組織と職員」 

無断転載、複製および転訳載を禁止します。 
引用の際は本書（稿）が出典であることを必ず明記してください。 

This paper is copyrighted and may not be copied or duplicated in any manner 
including printed or electronic media, regardless of whether for a fee or gratis 
without the prior written permission of the authors and Japan Center for Cities. 
Any quotation from this paper requires indication of the source. 

2014年10月29日  
第18回都市政策研究交流会（関西開催） 
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